
様式第五号の二（第八条の三十八の四関係）
（第１面）

	二以上の事業者による産業廃棄物の処理に係る特例認定申請書
　　年　　月　　日
（宛先）

　　　埼玉県知事

申請者　　　　　　　　　　　　　　　　　　
住所　　　　　　　　　　　　　　　　　
名　称　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　　　 
電話番号                             
住所　　　　　　　　　　　　　　　　　

名　称　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　　　 
電話番号                             
　廃棄物の処理及び清掃に関する法律第12条の７第１項の規定により、二以上の事業者による産業廃棄物の処理に係る特例の認定を受けたいので、関係書類及び図面を添えて申請します。

	申請に係る収集、運搬又は処分を行う産業廃棄物の種類（石綿含有産業廃棄物、水銀使用製品産業廃棄物又は水銀含有ばいじん等が含まれる場合は、その旨を含む。）
	

	申請に係る収集、運搬又は処分の範囲（収集又は運搬にあっては、取り扱う産業廃棄物の種類及び積替え又は保管を行うかどうか、処分にあっては、処分の方法ごとに区分して取り扱う産業廃棄物の種類を記載すること。）
	

	申請に係る収集、運搬又は処分を行う区域（他の都道府県知事等に申請する場合には、その旨も記載すること。）
	

	※事務処理欄
	

	（第２面）

	統括して管理する事業者

	　
	(ふりがな)
名　　称
	

	収集、運搬又は処分を行う事業者

	
	(ふりがな)
名　　称
	

	
	当該収集、運搬又は処分の用に供するすべての施設（積替え又は保管の場所を含む。施設ごとに概要を記載すること。）
	

	申請者のうちいずれか一の事業者（統括して管理する事業者）が保有する他の全ての事業者の議決権保有割合

	
	議決権を保有する一の事業者の名称
	

	
	他の全ての事業者の名称
	当該一の事業者が保有する議決権保有割合

	
	
	

	統括して管理する事業者の役員又は職員の派遣状況（統括して管理する事業者が他の事業者の発行済株式の総数、出資口数の総数又は出資価額の総額を保有している場合は記載不要。）

	　
	(ふりがな)

氏名
	生年月日
	本籍

	
	
	役職名・呼称
	住所

	
	
	派遣先名称
	派遣先住所

	
	
	派遣先役職名・呼称
	

	
	　
	　
	　

	
	
	
	

	
	
	
	　

	
	
	　
	

	
	　
	　
	　

	
	
	
	

	
	
	
	　

	
	
	
	

	
	
	

	（第３面）

	発行済株式総数の100分の5以上の株式を有する株主又は出資口数若しくは出資の額の100分の5以上の口数若しくは額に相当する出資をしている者(統括して管理する事業者について、当該株主又は出資をしている者があるとき)

	　
	発行済株式の総数
	株
	出資の口数又は額
	　

	
	(ふりがな)

氏名又は名称
	生年月日
	保有する株式の数又は出資の口数若しくは出資の金額
	本籍

	
	
	
	割合
	住所

	
	　
	　
	　
	　

	
	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　

	
	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　

	
	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　

	
	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　

	
	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　

	
	
	
	　
	　


	備考

１　※欄は記載しないこと。
２　「申請者」には、認定を受けようとする者のすべてを記載すること。
３　各欄にその記載事項のすべてを記載することができないときは、同欄に「別紙のとおり」と記載し、別紙を添付すること。
４　都道府県知事が定める部数を提出すること。

	連絡先

名称　　　　　　　　　　　　　　　　

部署名　　　　　　　　　　　　　　　　　

住所　　　　　　　　　　　　　　　　　

担当者の氏名　　　　　　　　　　　　　　　 
電話番号                             

	※手数料欄


（日本工業規格　Ａ列４番）

添　付　書　類　一　覧　表
１　事業計画

　（１）産業廃棄物の収集、運搬又は処分の内容




１
（２）産業廃棄物を生ずる事業場





３
（３）収集、運搬又は処分を行う事業者の事務所



４
（４）産業廃棄物を処理する事業場





５
（５）産業廃棄物の処分に伴い生ずる廃棄物の処理方法



６
（６）産業廃棄物の最終処分が終了するまでの一連の処理行程


７
（７）産業廃棄物の収集、運搬又は処分等を行う数量等



８
（８）本件申請に係る事業者以外の事業者の産業廃棄物を処理する場合

13
（９）産業廃棄物の収集、運搬又は処分を統括して管理する体制

16
（10）本件申請に係る事業者以外の事業者の産業廃棄物を処理する場合の措置
16
（11）本件申請に係る産業廃棄物の収集、運搬又は処分を申請者以外に委託

する場合の措置







16
（12）収集又は運搬の用に供する施設





17
（13）処分の用に供する施設






21
（14）積替え又は保管の場所に関する事項




21
２　申請者の身分を証明する書類

　（１）定款又は寄附行為及び登記事項証明書




22
　（２）株主名簿（統括して管理する事業者以外のすべての事業者）


23
３　収集、運搬又は処分を行う事業者に関する書類

（１）技術的能力を説明する書類





24
（２）産業廃棄物の収集、運搬又は処分の開始に要する資金の総額・資金

の調達方法







25
（３）財務状況等を説明する書類





26
（４）誓約書








29
（５）役員及び政令で定める使用人の身分を証明する書類


30
４　統括して管理する事業者の役員又は職員が派遣されていることを示す書類
31
５　産業廃棄物処理施設等の許可を受けていることを証する書類


32
６　産業廃棄物の運搬又は処分の用に供する施設に関する書類
（１）事業場の概要







33
（２）処理施設







38
（３）保管施設







41
７　かつて同一の事業者で一体的に産業廃棄物を適正処理していたことを示す書類
45
１　事業計画
（１）産業廃棄物の収集、運搬又は処分の内容
　①収集、運搬又は処分の区分
本件申請に係る産業廃棄物の収集、運搬又は処分に○印を記載してください。

	
	区　　　分
	産　廃
	特管産廃

	１
	　収集（同一敷地内で産業廃棄物を集める行為）
	
	

	２
	　運搬（積替え保管を除く）
	
	

	３
	　運搬（積替え保管を含む）
	
	

	４
	　処分
	
	


　②収集、運搬又は処分を行う産業廃棄物の種類

事業者ごとに上記①に係る産業廃棄物の種類に○印を記載してください。
なお、本申請書においては統括して管理する事業者を事業者番号No.1として記載してください。
事業者番号No．　（事業者の名称：　　　　　　　　　　　）
	産業廃棄物の種類
	生ずる

廃棄物

※
	本件申請に係る範囲
	処分方法

	
	
	収集
	運搬
	処分
	

	
	
	
	積保除く
	積保含む
	
	

	燃え殻
	
	
	
	
	
	

	汚泥
	
	
	
	
	
	

	廃油
	
	
	
	
	
	

	廃酸
	
	
	
	
	
	

	廃アルカリ
	
	
	
	
	
	

	廃プラスチック類
	
	
	
	
	
	

	紙くず
	
	
	
	
	
	

	木くず
	
	
	
	
	
	

	繊維くず
	
	
	
	
	
	

	動植物性残さ
	
	
	
	
	
	

	動物系固形不要物
	
	
	
	
	
	

	ゴムくず
	
	
	
	
	
	

	金属くず
	
	
	
	
	
	

	ガラスくず・コンクリートくず（がれき類を除く。）及び陶磁器くず
	
	
	
	
	
	

	鉱さい
	
	
	
	
	
	

	がれき類
	
	
	
	
	
	

	動物のふん尿
	
	
	
	
	
	

	動物の死体
	
	
	
	
	
	

	ばいじん
	
	
	
	
	
	

	処分するために処理したもの
	
	
	
	
	
	


※　本件申請に係る産業廃棄物以外の産業廃棄物についても記載してください。

　③収集、運搬又は処分を行う特別管理産業廃棄物の種類

事業者ごとに上記①に係る特別管理産業廃棄物の種類に○印を記載してください。
事業者番号No．　（事業者の名称:　　　　　　　　）
	産業廃棄物の種類
	生ずる廃棄物

※
	事業の範囲
	

	
	
	収集
	運搬
	処分
	処分

方法
	限　定　等

	
	
	
	積保
除く
	積保含む
	
	
	

	廃油(燃焼しやすいもの)
	
	
	
	
	
	
	揮発油類（引火点７０℃未満）、灯油類、軽油類

	廃酸（腐食性）
	
	
	
	
	
	
	pH2.0以下

	廃ｱﾙｶﾘ（腐食性）
	
	
	
	
	
	
	pH12.5以上

	感染性産業廃棄物
	
	
	
	
	
	
	医療機関等から排出される血液､使用済み注射針等の感染性病原体を含む又はおそれのある産業廃棄物

	特

定

有

害

産

業

廃

棄

物
	廃ＰＣＢ等
	
	
	
	
	
	
	廃ＰＣＢ及びＰＣＢを含む廃油

	
	ＰＣＢ汚染物
	
	
	
	
	
	
	廃プラスチック類、紙くず、木くず、繊維くず、
金属くず、陶磁器くずに付着等

	
	ＰＣＢ処理物
	
	
	
	
	
	
	廃ＰＣＢ等、ＰＣＢ汚染物を処理したもの

	
	廃水銀等
	
	
	
	
	
	
	廃水銀等、廃水銀等を処分するために処理したもの

	
	指定下水汚泥等
	
	
	
	
	
	
	Hg,Cd,Pb,O-P,Cr(Ⅵ),As,CN,PCB,ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ,
ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ,ｼﾞｸﾛﾛﾒﾀﾝ,四塩化炭素,1･2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾀﾝ,
1･1-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ,ｼｽ-1･2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ,1･1･1-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ,
1･1･2-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ,1･3-ｼﾞｸﾛﾛﾌﾟﾛﾍﾟﾝ,ﾁｳﾗﾑ,ｼﾏｼﾞﾝ,
ﾁｵﾍﾞﾝｶﾙﾌﾞ,ﾍﾞﾝｾﾞﾝ,Se,1･4-ｼﾞｵｷｻﾝ,ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類

	
	鉱さい
	
	
	
	
	
	
	Hg、Cd、Pb、Cr(Ⅵ)、As、Se

	
	廃石綿等
	
	
	
	
	
	
	石綿建材除去事業、保温材、石綿等付着物

	
	ばいじん
	
	
	
	
	
	
	Hg、Cd、Pb、Cr(Ⅵ)、As、Se、1･4-ｼﾞｵｷｻﾝ、ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類

	
	燃え殻
	
	
	
	
	
	
	Cd、Pb、Cr(Ⅵ)、As、Se、ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類

	
	廃油(廃溶剤）
	
	
	
	
	
	
	ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ,ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ,ｼﾞｸﾛﾛﾒﾀﾝ,四塩化炭素,
1･2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾀﾝ,1･1-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ,ｼｽ-1･2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ,

1･1･1-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ,1･1･2-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ,
1･3-ｼﾞｸﾛﾛﾌﾟﾛﾍﾟﾝ,ﾍﾞﾝｾﾞﾝ,1･4-ｼﾞｵｷｻﾝ

	
	汚泥
	
	
	
	
	
	
	Hg,Cd,Pb,O-P,Cr(Ⅵ),As,CN,PCB,ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ,
ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ,ｼﾞｸﾛﾛﾒﾀﾝ,四塩化炭素,1･2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾀﾝ,
1･1-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ,ｼｽ-1･2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ,1･1･1-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ,
1･1･2-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ,1･3-ｼﾞｸﾛﾛﾌﾟﾛﾍﾟﾝ,ﾁｳﾗﾑ,ｼﾏｼﾞﾝ,
ﾁｵﾍﾞﾝｶﾙﾌﾞ,ﾍﾞﾝｾﾞﾝ,Se,1･4-ｼﾞｵｷｻﾝ,ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類

	
	廃酸
	
	
	
	
	
	
	Hg,Cd,Pb,O-P,Cr(Ⅵ),As,CN,PCB,ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ,
ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ,ｼﾞｸﾛﾛﾒﾀﾝ,四塩化炭素,1･2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾀﾝ,
1･1-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ,ｼｽ-1･2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ,1･1･1-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ,
1･1･2-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ,1･3-ｼﾞｸﾛﾛﾌﾟﾛﾍﾟﾝ,ﾁｳﾗﾑ,ｼﾏｼﾞﾝ,
ﾁｵﾍﾞﾝｶﾙﾌﾞ,ﾍﾞﾝｾﾞﾝ,Se,1･4-ｼﾞｵｷｻﾝ,ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	廃アルカリ
	
	
	
	
	
	
	Hg,Cd,Pb,O-P,Cr(Ⅵ),As,CN,PCB,ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ,
ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ,ｼﾞｸﾛﾛﾒﾀﾝ,四塩化炭素,1･2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾀﾝ,
1･1-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ,ｼｽ-1･2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ,1･1･1-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ,
1･1･2-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ,1･3-ｼﾞｸﾛﾛﾌﾟﾛﾍﾟﾝ,ﾁｳﾗﾑ,ｼﾏｼﾞﾝ,
ﾁｵﾍﾞﾝｶﾙﾌﾞ,ﾍﾞﾝｾﾞﾝ,Se,1･4-ｼﾞｵｷｻﾝ,ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類


※　本件申請に係る産業廃棄物以外の産業廃棄物についても記載してください。

（２）産業廃棄物を生ずる事業場

上記（１）②、③で、「生ずる産業廃棄物」に○印を付けたもののうち、本件申請に係る産業廃棄物について、発生する事業場（積替え保管場所、処分を行う事業場も含む）ごとに発生量等を記載してください。
事業者番号No．　（事業者の名称：　　　　　　　　　　　）
	発生事業場

番号
	名称・所在地・電話番号
	産業廃棄物の種類
	発生量（ｔ／年）

	１
	
	
	

	２
	
	
	

	３
	
	
	

	４
	
	
	

	５
	
	
	


事業者番号No．　（事業者の名称：　　　　　　　　　　　）
	発生事業場

番号
	名称・所在地・電話番号
	産業廃棄物の種類
	発生量（ｔ／年）

	１
	
	
	

	２
	
	
	

	３
	
	
	

	４
	
	
	

	５
	
	
	


（３）収集、運搬又は処分を行う事業者の事務所（積替え保管施設や処理施設がある場所の
　　所在地については、事業場として次頁の（４）でも記載してください。）
　上記（１）②、③で、収集、運搬又は処分に○印を付けた事業者の事務所について、
記載してください。
事業者番号No．　（事業者の名称：　　　　　　　　　　　）
	事務所

番号
	関係する区分
	名称・所在地・電話番号

	１
	□収集

□運搬（積替え保管を除く）

□運搬（積替え保管を含む）

□処分
	

	２
	□収集

□運搬（積替え保管を除く）

□運搬（積替え保管を含む）

□処分
	

	３
	□収集

□運搬（積替え保管を除く）

□運搬（積替え保管を含む）

□処分
	

	４
	□収集

□運搬（積替え保管を除く）

□運搬（積替え保管を含む）

□処分
	

	５
	□収集

□運搬（積替え保管を除く）

□運搬（積替え保管を含む）

□処分
	


事業者番号No．　（事業者の名称：　　　　　　　　　　　）
	事務所

番号
	関係する区分
	名称・所在地・電話番号

	１
	□収集

□運搬（積替え保管を除く）

□運搬（積替え保管を含む）

□処分
	

	２
	□収集

□運搬（積替え保管を除く）

□運搬（積替え保管を含む）

□処分
	

	３
	□収集

□運搬（積替え保管を除く）

□運搬（積替え保管を含む）

□処分
	

	４
	□収集

□運搬（積替え保管を除く）

□運搬（積替え保管を含む）

□処分
	

	５
	□収集

□運搬（積替え保管を除く）

□運搬（積替え保管を含む）

□処分
	


（４）産業廃棄物を処理する事業場

上記（１）②、③で、「運搬（積替え保管を含む）」、「処分」に○印を付けた場合は、事業者ごとに事業場の所在地等を記載してください。
事業者番号No．　（事業者の名称：　　　　　　　　　　　）
	事業場番号
	事業区分
	名称・所在地・電話番号

	１
	□運搬（積保）
□処分
	

	２
	□運搬（積保）

□処分
	

	３
	□運搬（積保）

□処分
	

	４
	□運搬（積保）

□処分
	

	５
	□運搬（積保）

□処分
	


事業者番号No．　（事業者の名称：　　　　　　　　　　　）

	事業場番号
	事業区分
	名称・所在地・電話番号

	１
	□運搬（積保）

□処分
	

	２
	□運搬（積保）

□処分
	

	３
	□運搬（積保）

□処分
	

	４
	□運搬（積保）

□処分
	

	５
	□運搬（積保）

□処分
	


（５）産業廃棄物の処分に伴い生ずる廃棄物の処理方法
上記（１）②、③で「処分」に○印を付けた場合に記載してください。

処分に伴い生じる廃棄物の性状、処理方法等について、処分を行う事業場ごとに記載してください。
申請者以外の者に、産業廃棄物の運搬、処分を委託する場合は、当該処理ができることを証する書面（許可証等の写し）を添付してください。
事業者番号No．　（事業者の名称：　　　　　　　　　　　）

事業場番号No．　
	
	処理後の

産業廃棄物の種類
	性　状
	処理方法

	
	
	
	運搬事業者

【名称、本店所在地】
	処分事業者

【名称、本店所在地、

処分方法、所在地】

	１
	
	
	
	

	２
	
	
	
	

	３
	
	
	
	

	４
	
	
	
	

	５
	
	
	
	


事業者番号No．　（事業者の名称：　　　　　　　　　　　）

事業場番号No．　
	
	処理後の

産業廃棄物の種類
	性　状
	処理方法

	
	
	
	運搬事業者

【名称、本店所在地】
	処分事業者

【名称、本店所在地、

処分方法、所在地】

	１


	
	
	
	

	２
	
	
	
	

	３
	
	
	
	

	４
	
	
	
	

	５
	
	
	
	


（６）産業廃棄物の最終処分が終了するまでの一連の処理行程
上記（２）及び（４）で記載した事業場ごとに、産業廃棄物の排出、収集、運搬（積替え保管の有無）、最終処分までの処理行程（フロー）を示してください。
事業場が（２）と（４）で同一な場合はその旨を分かるように記載してください。
作成に当たっては、上記（５）で記載した内容とも整合させてください。
	


（７）産業廃棄物の収集、運搬又は処分等を行う数量等
①収集について
上記（１）②、③で収集に○印を付けた場合に記載してください。
収集を行う事業場（現場）ごとに、収集を行う産業廃棄物の数量等について記載してください。

事業者番号No．　（事業者の名称：　　　　　　　　　　　）

	
	廃棄物の収集を行う事業場（現場）
【名称、所在地、電話】
	産業廃棄物の種類
	数量（t／年）

	１
	
	
	

	２
	
	
	

	３
	
	
	

	４
	
	
	

	５
	
	
	


	合計

	産業廃棄物の種類
	数量（t/年）

	
	


②運搬について
上記（１）②、③で運搬に○印を付けた場合に記載してください。
廃棄物の積載を行う事業場（現場）ごとに、運搬を行う産業廃棄物の数量等を記載してください。
事業者番号No．　（事業者の名称：　　　　　　　　　　　）
	
	廃棄物の積載を行う事業場（現場）
【名称、所在地、電話】
	産業廃棄物の種類
	数量（t／年）

	１
	
	
	

	２
	
	
	

	３
	
	
	

	４
	
	
	

	５
	
	
	


	合計

	産業廃棄物の種類
	数量（t/年）

	
	


③処分について
上記（１）②、③で処分に○印を付けた場合に記載してください。
処分する産業廃棄物について、処分を行う事業場ごとに数量等を記載してください。

事業者番号No．　（事業者の名称：　　　　　　　　　　　）

事業場番号No．　
	
	産業廃棄物の種類
	処分方法
	数量（t／年）

	１
	
	
	

	２
	
	
	

	３
	
	
	

	４
	
	
	

	５
	
	
	


	合計

	産業廃棄物の種類
	処分方法
	数量（t/年）

	
	
	


④処分に伴い生ずる廃棄物（再生を行う場合は再生品）について
上記（１）②、③で処分に○印を付けた場合に記載してください。
処分に伴い生じる廃棄物（再生を行う場合は再生品）について、処分（再生）を行う事業場ごとに数量等を記載してください。

事業者番号No．　（事業者の名称：　　　　　　　　　　　）

事業場番号No．　
	
	産業廃棄物（再生品）の種類
	数量（t／年）

	１
	
	

	２
	
	

	３
	
	

	４
	
	

	５
	
	


	合計

	産業廃棄物（再生品）の種類
	数量（t/年）

	
	


⑤熱回収を行う場合の熱回収の熱量について
上記（１）②、③で処分に○印を付けた場合に記載してください。
熱回収を行う場合は、熱回収を行う事業場ごとに熱回収により得ようとする熱量を記載してください。

事業者番号No．　（事業者の名称：　　　　　　　　　　　）

事業場番号No．　
	
	熱回収施設の概要
	１年間の熱量

	１
	
	

	２
	
	

	３
	
	

	４
	
	

	５
	
	

	
	合計
	


（８）本件申請に係る事業者以外の事業者の産業廃棄物を処理する場合
　　　（産業廃棄物処理業の許可が必要です。）
①収集について
収集を行う者（同一敷地内で産業廃棄物を集める事業者）ごとに記載してください。

事業者番号No．　（事業者の名称：　　　　　　　　　　　）

	
	申請者に収集の委託をする者
【名称、所在地、事業場】
	産業廃棄物の種類
	数量

（t／年）

	１
	
	
	

	２
	
	
	

	３
	
	
	

	４
	
	
	

	５
	
	
	


	合計

	産業廃棄物の種類
	数量（t/年）

	
	


②運搬について
運搬を行う者ごとに記載してください。
事業者番号No．　（事業者の名称：　　　　　　　　　　　）

	
	申請者に運搬の委託をする者
【名称、所在地、事業場】
	産業廃棄物の種類
	数量

（t／年）

	１
	
	
	

	２
	
	
	

	３
	
	
	

	４
	
	
	

	５
	
	
	


	合計

	産業廃棄物の種類
	数量（t/年）

	
	


③処分について

処分を行う者ごとに記載してください。
事業者番号No．　（事業者の名称：　　　　　　　　　　　）
事業場番号No．　
	
	申請者に処分の委託をする者
【名称、所在地、事業場】
	産業廃棄物の種類
	処分方法
	数量

（t／年）

	１
	
	
	
	

	２
	
	
	
	

	３
	
	
	
	

	４
	
	
	
	

	５
	
	
	
	


	合計

	産業廃棄物の種類
	処分方法
	数量（t/年）

	
	
	


（９）産業廃棄物の収集、運搬又は処分を統括して管理する体制
本件申請に係る産業廃棄物の収集、運搬又は処分を統括して管理する体制について、記載してください。

	


（１０）本件申請に係る事業者以外の事業者の産業廃棄物を処理する場合の措置

本件申請に係る産業廃棄物以外の収集、運搬又は処分を行う場合（上記（８）に記載した場合）は、区分して処理するための措置を記載してください。

	


（１１）本件申請に係る産業廃棄物の収集、運搬又は処分を申請者以外に委託する場合の措置
本件申請に係る産業廃棄物の収集、運搬又は処分を申請者以外に委託する場合は、受託者と締結する委託契約の内容及び交付する管理票について記載してください。

	


（１２）収集又は運搬の用に供する施設
	 ①収集又は運搬車両一覧

	
	車体の形状
	自動車登録番号

又は車両番号
	最大積載量

（kg）
	所有者又は使用者
	備考

	１
	
	
	
	
	

	２
	
	
	
	
	

	３
	
	
	
	
	

	４
	
	
	
	
	

	５
	
	
	
	
	

	６
	
	
	
	
	

	７
	
	
	
	
	

	８
	
	
	
	
	

	９
	
	
	
	
	

	10
	
	
	
	
	

	駐車場の所在地
	· 付近の見取図を添付すること。

	

	 ②その他の収集又は運搬施設の概要

	収集又は運搬容器等の名称
	用　　途
	容量及び数量
	備　　考

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


　　③車両の使用権原を証する書類

　　　ア　車検証上「所有者」欄のみに氏名があり、申請者と同一の場合

　　　　・自動車検査証（写）を添付

　　　イ　車検証上「所有者」欄のみに氏名があり、申請者以外の者が所有者の場合

　　　　・自動車車検証（写）を添付

　　　　・申請者と所有者との間で、一年以上の車両賃貸借期間を有する賃貸借契約書（写）
　　　　　を添付　※承諾書は不可

　　　　　なお、当該賃貸借契約書には次の項目を必ず記載すること。

　　　　　　・ 対象となる車両の登録ナンバー
　　　　　　・ 賃貸借の期間及び料金（無料の場合は使用貸借契約書でも構いません。）
　　　　　　・ 独占継続的であること

　　　　　　・ その他、契約が成立するために必要な事項

　　　ウ　車検証上「所有者」欄と「使用者」欄に氏名があり、申請者が使用者の場合

　　　　・自動車車検証（写）を添付

　　　エ　車検証上「所有者」欄と「使用者」欄に氏名があり、申請者以外の者が使用者の
　　　　場合

　　　　・自動車車検証（写）を添付

　　　　・申請者と使用者との間で、一年以上の車両賃貸借期間を有する賃貸借契約書（写）
　　　　　を添付　※承諾書は不可

　　　　　なお、当該賃貸借契約書には次の項目を必ず記載すること。

　　　　　　・ 車両の使用者が申請者と車両賃貸借契約をすることについて、所有者が了承
　　　　　　　していることを証明する事項

　　　　　　・ 対象となる車両の登録ナンバー

　　　　　　・ 賃貸借の期間及び料金（無料の場合は使用貸借契約書でも構いません。）
　　　　　　・ 独占継続的であること

　　　　　　・ その他、契約が成立するために必要な事項

運搬車両の写真
	自動車登録番号又は車両番号
	

	前
面
写
真
	写真の方向等について図示すること。
　　　注意事項

　　　　・車両の前面（真正面）を撮影すること。

　　　　・ナンバープレートが確認できること。

　　　　



	側
面
写
真

	　　　注意事項

　　　　・車両の側面（真横）を撮影すること。

　　　　・名称等の車体の表示が確認できること

 　　　　　　　　　既に許可を有している場合には所定の事項（「産業廃棄物

 　　　　　　　　収集運搬車」、「会社名（事業者名）」、「許可番号」）が

 　　　　　　　　表示されていること。

             　　　車体の表示が読み取れない場合には、表示部分を拡大した

 　　　　　　　　写真も添付すること。



	
	
	撮影
	　　年　　月　　日


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
運搬容器等の写真

	運搬容器等の名称
	
	用途
	

	　　　注意事項

　　　　・容器等の全体が写るように撮影すること。



	
	撮影
	　　　　年　　月　　日


	運搬容器等の名称
	
	用途
	

	　　　注意事項

　　　　・容器等の全体が写るように撮影すること。



	
	撮影
	　　　　年　　月　　日


（１３）処分の用に供する施設

　　　　別添　「６　産業廃棄物の運搬又は処分の用に供する施設に関する書類」のとおり。

（１４）積替え又は保管の場所に関する事項

　　　　別添　「６　産業廃棄物の運搬又は処分の用に供する施設に関する書類」のとおり。

２　申請者の身分を証明する書類

（１）定款又は寄附行為及び登記事項証明書

　　①　定款又は寄附行為
　　②　登記事項証明書

　　　　過去５年間の法人名称及び本店所在地の全てが確認できる法人の履歴事項全部証明
     　書又は登記簿の謄本（申請日前３月以内に発行されたもの。正本には原本を添付。）

　　　

　注１）過去５年間の法人名称及び本店所在地の全てが確認できない場合（例えば、過
　　　去５年間の間に有限会社から株式会社に商号変更した場合や管轄法務局の変更を
　　　伴う本店所在地の変更があった場合等）には、閉鎖事項全部証明書又は閉鎖登記
　　　簿謄本も併せて添付してください。
　注２）現在事項全部証明書の場合、過去５年間の法人名称及び本店所在地の全てが確
　　　認できないので不可。
（２）株主名簿
　　いずれか一の事業者（統括して管理する事業者）以外のすべての事業者について、事業者ごと

　に記載してください。
事業者番号No．　（事業者の名称：　　　　　　　　　　　）
	発行済株式の総数
	株　
	出資の口数又は額
	

	EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps14 \o\ad(\s\up 12(（ふ),氏名)

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps14 \o\ad(\s\up 12(り),又)

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps14 \o\ad(\s\up 12(が),は)

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps14 \o\ad(\s\up 12(な）),名称)
	生年月日
	保有する株式の数

又は出資の口数

若しくは出資の金額
	割合

％
	住　　　所

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


３　収集、運搬又は処分を行う事業者に関する書類

（１）技術的能力を説明する書類

　　　技術的能力を説明する書類として、（公財）日本産業廃棄物処理振興センターが主催
　　する産業廃棄物又は特別管理産業廃棄物処理業の許可申請に関する講習会の修了証の写
　　しを添付してください。
　　（講習会の修了証の写しが発行されるまでの間は、合格通知書の写しを添付。）

  　　

・役員等が受講した修了証を添付してください。
　役員等とは、代表者若しくはその業務を行う役員又は政令で定める使用人であって業務を行おうとする区域に存する事業場の代表者が該当します。
（２）産業廃棄物の収集、運搬又は処分の開始に要する資金の総額・資金の調達方法
	申請に係る産業廃棄物の収集、運搬又は処分の開始に要する資金の総額

及びその資金の調達方法

	内　　　訳
	金　　　　　額（千円）

	資金の総額
	

	
	土　　　　地
	

	
	事務所
	

	
	収集運搬車両
	

	
	積替保管施設
	

	
	処理施設
	

	
	
	

	
	
	

	調

達

方

法

	自己資金
	

	
	借　　入　　金
	

	
	（借入先名）
	

	
	
	

	
	
	

	
	そ　　の　　他
	

	
	増　　　　　資
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	備考  内訳欄の事項については、事業計画に応じ適宜変更すること

	


（３）財務状況等を説明する書類

　①　直前３年間の各事業年度における貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びに法人税の納付すべき額及び納付済額を記載した書類（法人税の納税証明書（その１：納税額等証明書用）（申請日前３月以内に発行されたもの。正本には原本を添付。））
  ②　直前３年の実績並びに今後５年間の収支計画書及び資金運用実績・計画書（様式有り。）
　③　直前の事業年度において債務超過の状態にある法人にあっては

　  中小企業診断士又は公認会計士による財務診断書
　　中小企業診断士等の財務診断書記載事項

  　　①診断する会社の概要

  　　②直近３年分の財務諸表に基づく財務診断

  　　　※直近３年分の財務諸表をベースに安全性、成長性、収益性の観点から

  　　　　各種財務指標の診断を行い、その診断結果を記載する。

  　　③債務超過に至った原因

  　　　※債務超過に至った原因を具体的に記載する。

  　　④今後５年間の収支計画（別紙様式）についての分析

　　　　※今後５年間の収支計画の数値の変化の内容を具体的に記載する。

  　　⑤債務超過の改善策及びその実現可能性

  　　　「リサイクルの気運が高まり売上が上昇する」等の期待的観測は不可。

  　　　あくまで具体的な改善策に限る。

  　　⑥関連資料（各種財務診断資料等）

　　※　中小企業診断士登録証の写し等の作成者の資格を証する書類を添付してください。


※　直前３年の実績並びに今後５年間の収支計画書及び資金運用実績・計画書
事業者番号No．　（事業者の名称：　　　　　　　　　　　）
 （ア）貸借対照表・損益計算書           　　　　　　　　　　　　　   （単位：　　）


	
	会計年度
	自 年 月
至 年 月
	自 年 月
至 年 月
	自 年 月
至 年 月
	自 年 月
至 年 月
	自 年 月
至 年 月
	自 年 月
至 年 月
	自 年 月
至 年 月
	自 年 月
至 年 月

	貸
借
対
照
表
	資
産
	流動資産
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	固定資産
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	繰延資産
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	資 産 合 計
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	負
債
	流動負債
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	固定負債
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	合　計
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	資
本
	資本金
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	法定準備金
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	剰余金又は欠損金
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	合 計
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	総資本合計
	
	
	
	
	
	
	
	

	損
益
計
算
書
	売 上 高（計）
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	廃棄物処理業による売上高
その他（具体的に）
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	売 上 原 価(計)
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	労務費

外注費

減価償却費

その他経費
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	売上総利益
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	販売費及び一般管理費（計）
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	人　件　費
修 繕 費
外注費(具体的に)
水道光熱費
通信交通費
地代家賃
備品消耗品費

減価償却費

その他経費（具体的に）
（　　　　　　）
（　　　　　　）
（　　　　　　）
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	営 業 利 益
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	営 業 外 収 益(計)
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	受取利息及び割引料
その他営業外収益
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	営 業 外 費 用(計)
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	支払利息及び割引料
（　　　　　　）
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	経 常 利 益
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	特別利益
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	特別損失
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	税引前当期利益
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	法人税等充当額
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	税引後当期利益
	
	
	
	
	
	
	
	


事業者番号No．　（事業者の名称：　　　　　　　　　　　）
（イ）資金運用実績・計画書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：　　）


　

	会計年度
	自 年 月
至 年 月
	自 年 月
至 年 月
	自 年 月
至 年 月
	自 年 月
至 年 月
	自 年 月
至 年 月
	自 年 月
至 年 月
	自 年 月
至 年 月
	自 年 月
至 年 月

	調

達

実

績

・

計

画
	利

益

等
	税引後当期利益
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	減価償却費
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	引当金増減額
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	買掛金増減額
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小　計
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	増

資

等
	出資・増資

その他（具体的に）
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小　計
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	新

規

の

借

入

金
	短期借入金

長期借入金

その他（具体的に）
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小　計
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	調達合計(Ａ）
	
	
	
	
	
	
	
	

	運

用

実

績

・

計

画
	設

備

投

資
	土　地
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	建　物
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	設　備

その他（具体的に）
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小　計
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	借

入

金

返

済
	短期借入金

長期借入金

その他（具体的に）
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小　計
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	そ
の

他
	役員賞与
配 当 金

売掛金増減額

その他（具体的に）
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小　計
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	運用合計(Ｂ）
	
	
	
	
	
	
	
	

	当期資金過不足(Ａ-Ｂ)
	
	
	
	
	
	
	
	

	期首現預金残高
	
	
	
	
	
	
	
	

	期末現預金残高
	
	
	
	
	
	
	
	


※１　当該収支計画書は、申請者が行っている全ての事業についての収支計画を記載してく
　　ださい。人件費には役員報酬も含みます。

※２　調達の項目には当該年度の新たな資金調達実績・計画を、運用の項目には調達した資
　　金の当該年度の運用実績・計画について記載してください。

※３　「買掛金増減額」及び「売掛金増減額」の欄は、増加はプラス、減少はマイナスとな
　　ります。

※４　役員の貸付けは、「長期借入金」の欄に入れてください。

※５　まだ決算期を迎えていない新規設立法人の場合には、実績欄には記載しないでください。

（４）誓約書
　　収集、運搬又は処分を行う事業者ごとに記載してください。
誓　約　書
申請者のうち当該申請に係る産業廃棄物の収集、運搬又は処分を行う者は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律第14条第５項第２号イからニまで及びヘに該当しない者であること並びに廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則第８条の38の３第８号に適合する者であることを誓約します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
（宛先）
　　　埼玉県知事
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　提出者

住所

名称

代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　　
電話番号        
（５）役員及び政令で定める使用人の身分を証明する書類

①　住民票の写し（本籍（外国人にあっては、国籍等）の記載のある住民票抄本又は謄本。）

　　　（申請日前３月以内に発行されたもの。正本には原本を添付。）
　　　（マイナンバーの記載のないものを添付。）
　 ②　登記されていないことの証明書（法務局が発行する成年被後見人又は被保佐人に該当　　　しない旨の証明書）
　　　（申請日前３月以内に発行されたもの。正本には原本を添付。）
　　注１）　登記されている場合は、認知、判断、意思疎通等の状態に係る医師の診断書、認知症に関する試験結果等を添付してください。
４　統括して管理する事業者の役員又は職員が派遣されていることを示す書類
統括して管理する事業者が他の事業者の発行済株式の総数、出資口数の総数又は出資価額の総額を保有している場合は記載不要です。
	


５　産業廃棄物処理施設等の許可を受けていることを証する書類

（特別管理）産業廃棄物収集運搬業、産業廃棄物処理施設の許可を有している場合は、許可番号等を記載してください。また、当該許可証等の写しを添付してください。

事業者番号No.　（事業者の名称：　　　　　　　　　　　）
	
	区　分
	都道府県・市名
	許可番号（申請中の場合は申請年月日）

	処理業


	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	処理施

設
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


事業者番号No.　（事業者の名称：　　　　　　　　　　　）

	
	区　分
	都道府県・市名
	許可番号（申請中の場合は申請年月日）

	処理業


	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	処理施

設
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


６　産業廃棄物の運搬又は処分の用に供する施設に関する書類
（１）事業場の概要

事業者番号No.　（事業者の名称：　　　　　　　　　　　）
　　①　事業場一覧  
　  　土地利用については、該当部分に○をしてください。

	事業場

番号
	事　業　場
	土地利用

	１
	所在地（地番）：〒

                    　　　　 電話番号

　　　　　　　　　　（事業場 合計面積                ㎡）
	 市街化区域(用途地域：　　 ）
 市街化調整区域
 非線引き都市計画区域(　　）
 都市計画区域外

	２
	所在地（地番）：〒

                    　　　　 電話番号

　　　　　　　　　　（事業場 合計面積                ㎡）
	 市街化区域(用途地域：     ）
 市街化調整区域
 非線引き都市計画区域(　　）
 都市計画区域外

	３
	所在地（地番）：〒

                    　　　　 電話番号

　　　　　　　　　　（事業場 合計面積                ㎡）
	 市街化区域(用途地域：　　 ）
 市街化調整区域
 非線引き都市計画区域(　　）
 都市計画区域外

	４
	所在地（地番）：〒

                    　　　　 電話番号

　　　　　　　　　　（事業場 合計面積                ㎡）
	 市街化区域(用途地域：　　 ）
 市街化調整区域
 非線引き都市計画区域(　　）
 都市計画区域外

	５
	所在地（地番）：〒

                    　　　　 電話番号
　　　　　　　　　　（事業場 合計面積                ㎡）
	 市街化区域(用途地域：     ）
 市街化調整区域
 非線引き都市計画区域(　　）
 都市計画区域外

	
	
	

	６
	所在地（地番）：〒

                    　　　　 電話番号

　　　　　　　　　　（事業場 合計面積                ㎡）
	 市街化区域(用途地域：　　 ）
 市街化調整区域
 非線引き都市計画区域(　　）
 都市計画区域外


　　※　所在地のうち筆の一部を事業地として使用する場合は、地番の後に「～の一部」と
　　　記載してください。

　　※　事業場 合計面積は、筆の全部を使用する場合は登記簿上の合計面積、筆の中に一部
　　　を使用する箇所がある場合には、その部分については使用する実測の面積を合計した
　　　ものを記載してください。

事業者番号No.　（事業者の名称：　　　　　　　　　　　）
事業場番号No．　
　　②事業地の状況（事業場ごとに作成してください。）

	登記簿上の所在地
	地番
	地目
	面積（㎡）
( )は一部面積
	所有者

	
	
	
	(   　　 )
	

	
	
	
	(        )
	

	
	
	
	(        )
	

	
	
	
	(        )
	

	
	
	
	(        )
	

	
	
	
	(        )
	

	
	
	
	(        )
	

	
	
	
	(        )
	

	
	
	
	(        )
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	(        )
	

	
	
	
	(        )
	

	合　　　計         　      　筆
	登記簿上の敷地面積　　　　　　　　㎡

（事業場の合計面積　　　　　　　　　㎡）


　※　当該地の土地公図（申請日前３月以内に発行されたもの）を添付してください。

　※　当該地の登記事項証明書（申請日前３月以内に発行されたもの）を添付してください。

　※　申請者が所有権を有しない場合は、使用する権利を有することを証する書類を添付し
　　てください。

　※　筆の一部を使用する場合は、控除面積を明らかにする図面を添付してください。

　※　事業場の全体平面図を添付してください。
事業者番号No.　（事業者の名称：　　　　　　　　　　　）
事業場番号No．　
　　③建物の状況（事業場ごとに作成してください。）

	建物番号
	使用目的
	構　造

(構成材料・階数)
	床面積

（㎡）
	所有者

	例
	 ☑処理（施設番号 １～４   ）

 □保管（施設番号　　　　  ）
	鉄 骨 造

平 屋 建
	○○.○
	(株)○○○

	１
	 □処理（施設番号　　　　  ）

 □保管（施設番号　　　 　 ）
	
	
	

	２
	 □処理（施設番号　　　　  ）

 □保管（施設番号　　　 　 ）
	
	
	

	３
	 □処理（施設番号　　　　  ）

 □保管（施設番号　　　 　 ）
	
	
	

	４
	 □処理（施設番号　　　　  ）

 □保管（施設番号　　　 　 ）
	
	
	

	５
	 □処理（施設番号　　　　  ）

 □保管（施設番号　　　 　 ）
	
	
	

	６
	 □処理（施設番号　　　　  ）

 □保管（施設番号　　　 　 ）
	
	
	

	７
	 □処理（施設番号　　　　  ）

 □保管（施設番号　　　 　 ）
	
	
	


　※　処理施設又は保管施設を設置する建物について記載してください。

　　　（事務所棟は除いてください。）

　※　建物番号を「事業場の全体平面図」に明記してください。

　※　各建物の登記事項証明書（計画書提出日前３月以内に発行されたもの）を添付してく
　　ださい。

　　　登記事項証明書が添付できない場合は、所有者を証する書類を添付してください。

　※　申請者が所有権を有しない場合は、使用する権利を有することを証する書類を添付し
　　てください。

事業者番号No.　（事業者の名称：　　　　　　　　　　　）
事業場番号No．　
　④計画地周辺の状況（事業場ごとに作成してください）

　 ア　計画地周辺の住宅の状況

　　　　５０ｍ以内（　　　）戸　　　　　１００ｍ以内（　　　）戸

　　　　２００ｍ以内（　　　）戸　　　　　３００ｍ以内（　　　）戸

　　　　至近の住宅までの距離（　　　）ｍ

　 イ　計画地までの搬入路

　　　　搬入路の有無

　　　　有（公道　路線名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　　　　（私道　所有者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　　　無

　 ウ　計画地から300m以内の地下水の状況

　　　　井戸の本数（　　　）本　　　　　うち飲用井戸の本数（　　　）本

　 エ　土地利用についての規制

　　　　(ｱ)都市計画

　　　　　・市街化区域（　　　　　　　　　　　　　　）

　　　　　・市街化調整区域

　　　　　・非線引き都市計画区域（　　　　　　　　　　　　　　）

　　　　　・都市計画区域外

　　　　(ｲ)地区等

　　　　　・風致地区

　　　　　・公園

　　　　　・緑地保全地域

　　　　(ｳ)その他

　　　　　・農業振興区域（農用地・農用地区域外）

　　　　　・農業振興地域外

　　　　　・自然環境保全地域

　　　　　・緑地環境保全地域

　　　　　・自然公園地域

　　　　　・保安林・保安施設地区

　　　　　・鳥獣特別保護地区

　　　　　・砂防指定地

　　　　　・河川区域・河川保全区域

　　　　　・急傾斜地崩壊危険区域

　　　　　・地すべり防止区域

　　　　　・その他（　　　　　　　　　　　　　）
事業者番号No.　（事業者の名称：　　　　　　　　　　　）
事業場番号No．　
　　⑤案内図

	　　　・幹線道路・駅等より記載してください。

　　　・住宅地図等をコピーし別添とする場合は、場所をマーカー等ではっきりと
　　　　示してください




（２）処理施設

事業者番号No.　（事業者の名称：　　　　　　　　　　　）
事業場番号No．　
　　①施設等一覧表（事業場ごとに作成してください。）

	No
	処理施設名※1
	型式・能力※2
	使用方法※3
	廃棄物の種類※4
	施設の

所有権※5

	１
	
	
	
	
	自己

・

他者

	２
	
	
	
	
	自己

・

他者

	３
	
	
	
	
	自己

・

他者

	４
	
	
	
	
	自己

・

他者

	５
	
	
	
	
	自己

・

他者

	６
	
	
	
	
	自己

・

他者

	
	
	
	
	
	

	７
	
	
	
	
	自己

・

他者


　※１　施設の場合は、具体的に施設名（焼却施設、破砕施設、中和施設、脱水施設等）を
　　　記載してください。

　※２　施設等の型式及び能力を記載してください。

　※３　施設等の使用方法を具体的に記載してください。

　※４　処理する産業廃棄物の種類を具体的に記載してください。

　※５　施設等の所有権が他者の場合は、使用する権利を有することを証する書類を添付し
　　　てください。　　　　　　　　　　　　　　　　　

事業者番号No.　（事業者の名称：　　　　　　　　　　　）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業場番号 No．　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　処理施設番号No． 
　　②施設の概要　　　

　 ア　中間処理施設（処理施設ごとに作成してください）

	区分
	新規、変更なし

	産業廃棄物の種類
	

	施設の所在地
	

	事業地の面積
	㎡

	土地所有者
	本人・一部本人・他人　（一覧表のとおり）

	処

理

施

設
	種類
	

	
	型式
	

	
	処理方法
	

	
	処理能力
	

	環

境

保

全

対

策
	水質汚濁
	

	
	大気汚染
	

	
	悪臭
	

	
	振動
	

	
	騒音
	

	
	飛散
	

	
	流出
	

	
	
	

	
	地下浸透
	

	処分後の産業廃
棄物の処理方法
	

	そ

の

他
	作業時間
	

	
	責任者
	

	
	備考
	


　　（注）　事業の用に供する施設の構造を明らかにする平面図、立面図、断面図、構造図

　　　　　及び事業場全体の平面図並びに当該施設の付近の見取り図を添付してください。

   　　　 　施設の処理能力計算書を添付してください。
事業者番号No. （事業者の名称：　　　　　　　　　　　）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業場番号 No．　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　処理施設番号No． 
　イ　最終処分場（処理施設ごとに作成してください。）

	区分
	新規、変更なし

	産業廃棄物の種類
	

	施設の所在地
	

	事業地の面積
	㎡

	土地所有者
	本人・一部本人・他人　（一覧表のとおり）

	処

分

場
	埋立面積
	

	
	埋立容量
	

	
	埋立処分の別
	陸上・水面

	
	囲い・表示
	

	
	止水設備
	

	
	しゃ水設備
	

	
	擁壁・えん堤
	

	
	集排水設備
	

	
	排水処理施設
	

	環

境

保

全

対

策
	飛散防止措置
	

	
	流出防止措置
	

	
	浸透防止措置
	

	
	悪臭防止措置
	

	
	ねずみ及び蚊等
の防止措置
	

	そ

の

他
	作業時間
	

	
	責任者
	

	
	備考
	


　 （注）　事業の用に供する施設の構造を明らかにする平面図、立面図、断面図、構造図及　　　　　び事業場全体の平面図並びに当該施設の付近の見取り図を添付してください。

　　　　 　能力算定の根拠となる能力計算書を添付してください。
（３）保管施設

事業者番号No. （事業者の名称：　　　　　　　　　　　）
事業場番号No．　
　　①保管施設一覧表

	No
	廃棄物の種類

(積保／処理前･後の別)
	保管面積

（㎡）
	保管高さ

（ｍ）
	保管上限

（㎥）

	１
	                   　（積保）(前･後)
	
	（屋内・屋外）
	

	２
	                   　（積保）(前･後)
	
	（屋内・屋外）
	

	３
	                   　（積保）(前･後)
	
	（屋内・屋外）
	

	４
	                   　（積保）(前･後)
	
	（屋内・屋外）
	

	５
	                   　（積保）(前･後)
	
	（屋内・屋外）
	

	６
	                   　（積保）(前･後)
	
	（屋内・屋外）
	

	７
	                   　（積保）(前･後)
	
	（屋内・屋外）
	

	８
	                   　（積保）(前･後)
	
	（屋内・屋外）
	

	９
	                   　（積保）(前･後)
	
	（屋内・屋外）
	

	10
	                   　（積保）(前･後)
	
	（屋内・屋外）
	


※　「保管面積」「保管高さ」「保管上限」の数値は、小数点以下１桁まで表記することとし、

　小数点以下１桁未満の数値は切り上げて記載してください。
事業者番号No.　（事業者の名称：　　　　　　　　　　　）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業場番号 No．　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　保管施設番号No． 
②保管施設の概要

	区分
	新規、変更なし

	内容
	積替え保管、処理前、処理後

	産業廃棄物の種類
	

	保管の目的
	

	保管の期間
	

	保管状況
	　屋内・屋外

（囲い、仕切等に直接荷重の有無：　有・　無　）

	保管施設の面積
	

	保管の高さ
	

	保管容器
	容器の種類
	

	
	容量及び数量
	

	保管上限

（保管施設の容量）
	

	環境保全対策
	囲い・表示
	

	
	飛散防止措置
	

	
	流出防止措置
	

	
	浸透防止措置
	

	
	悪臭防止措置
	

	
	ねずみ及び蚊等の

防止措置
	


（注１）保管施設の構造を明らかにする平面図、立面図、断面図、構造図及び施設の設置場
　　　所を示す事業場平面図を添付してください。
（注２）保管で、施設の囲い、仕切等に直接荷重がかかる場合は、構造耐力上の安全が確保
　　　されていることの証明書類及び図面等を添付してください。
（注３）保管容器を使用する場合には保管容器の容量計算書、使用しない場合には廃棄物の
　　　積上げ図及び体積計算書を添付してください。
（注４）積替え保管施設の場合、保管施設の設計根拠として、保管上限を示す搬出計画書を添付し
　　　てください。
事業者番号No.　（事業者の名称：　　　　　　　　　　　）
事業場番号No．　
③処分のための保管上限

	処理施設
	

	産業廃棄物の種類
	処理能力

（ｔ／日）
	かさ比重

（ｔ／㎥）
	乗じる

数量※
	保管上限

（㎥）
	処理前保管施設

	
	処理能力

（㎥／日）
	
	
	保管施設No.
	保管容量

（㎥）

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	品目別保管上限の
最大値①
	
	合計

②
	


　保管施設の合計容量（②）が、品目別保管上限の最大値（①）を超えないこと。

※　１４。ただし、建設業に係る木くず及びがれき類（石綿含有産業廃棄物を除く。）で分別されたものを再生する処理施設において、当該産業廃棄物を再生のために保管する場合は、２８（アスファルト・コンクリートにあっては７０）。

　　その他、環境省令で定める基準に基づく。

【計算式】

　処理能力（ｔ／日）÷かさ比重（ｔ／㎥）＝処理能力（㎥／日）

　処理能力（㎥／日）×乗じる数量＝保管上限（㎥）

７　かつて同一の事業者で一体的に産業廃棄物を適正処理していたことを示す書類
	


新規申請





〈修了証について〉


  １　新規申請にあっては、「産業廃棄物又は特別管理産業廃棄物処理業の許可申請に関する講習会（新規）」を申請日前５年以内に受講したものを添付してください。


　　　なお、他の都道府県市において産業廃棄物処分業の許可を取得している場合は、同講習会（更新）を申請日前２年以内に受講したものを添付することも可能です。





２　変更申請にあっては、「産業廃棄物又は特別産業廃棄物処理業の許可申請に関する講習会（新規）」を申請日前５年以内に受講したものを添付してください。


　　なお、同講習会（更新）の修了証の有効期限は申請日前２年ですが、変更申請に当たっては申請日前５年以内に受講したものを添付することも可能です。（※）





○収集運搬を行う事業者


認定の種類�
廃棄物の種類�
認定申請書に添付できる認定講習会の修了証�
�
�
�
新規課程�
更新課程�
�
�
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�
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�
○�
�
○※�
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○処分を行う事業者�
�
認定の種類�
廃棄物の種類�
認定申請書に添付できる認定講習会の修了証�
�
�
�
新規課程�
更新課程�
�
�
�
普通産廃�
特管産廃�
普通産廃�
特管産廃�
�
新規�
産業廃棄物�
○�
○�
�
�
�
�
特別管理


産業廃棄物�
�
○�
�
�
�
変更�
産業廃棄物�
○�
○�
○※�
○※�
�
�
特別管理


産業廃棄物�
�
○�
�
○※�
�






 ※上記添付書類の提出が無い場合、経理的基礎を有すると判断できません。


 ※財務診断書の内容によっては経理的基礎を有すると判断できない場合、認定できない場合があります。








実績





計画(見込み）





実績





計画(見込み）









